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(連結注記表)

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数………13社

NIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

NIPPO MECHATRONICS (M) SDN.BHD.

NK MECHATRONICS CO.,LTD.

NIPPO MECHATRONICS (VIETNAM) CO.,LTD.

NIPPO (HONG KONG) LTD.

NIPPO (SHANG HAI) LTD.

日邦メタルテック株式会社

NIPPO METAL TECH PHILS.,INC.

日邦精密工業(深セン)有限公司

PT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIA

NIPPO GLOBAL MANAGEMENT CO.,LTD.

FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.

日邦メカトロニクス株式会社

当連結会計年度において、FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.は重要性

が増したため、新たに連結の範囲に含めております。

また、株式会社京都映工社は、NTメカトロニクス株式会社を吸収合併し、商

号を日邦メカトロニクス株式会社といたしました。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用関連会社の数………なし

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

国内連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致し、在外連結子会社の

事業年度末日は、12月末日となっております。

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。
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　4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

② た な 卸 資 産

商 品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、先入

先出法による原価法）

製 品 ・ 仕 掛 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、総平均

法による低価法）

原 材 料…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、先入

先出法による原価法又は総平均法による低価法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産…当社及び国内連結子会社は、主として定率法 (ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建物 (建物附属

設備を除く）は、定額法)。在外連結子会社は主とし

て定額法を採用しております。

(リース資産を除く)

無 形 固 定 資 産…ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(リース資産を除く)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞 与 引 当 金…一部の在外連結子会社を除き、従業員の賞与の支給に

充てるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を

計上しております。

環境対策引当金…保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるた

め、合理的に見積もることが出来る費用について、今

後発生が見込まれる額を計上しております。

　

(4)退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務から年金資産を控除した額を

退職給付に係る負債に計上しております。

なお、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

　

(5) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

　1. 担保提供資産及び担保提供資産に対応する債務

　 ① 担保提供資産

土 地 3,012千円

投 資 有 価 証 券 548,170千円

計 551,182千円
　 ② 担保提供資産に対応する債務

買 掛 金 310,000千円

短 期 借 入 金 350,000千円

長 期 借 入 金(１年内返済予定を含む) 1,630,002千円

計 2,290,002千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,381,972千円

　3. 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
△966千円

(注) 再評価前の帳簿価額は、過年度における内部利益消去後の連結上の簿価に

よっております。

4. 受取手形裏書譲渡高 7,561千円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,127,338株

　2. 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 133,304千円 15.00円 平成26年３月31日 平成26年６月25日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 136,627千円 15.00円 平成27年３月31日 平成27年６月25日
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Ⅳ．金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理

規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式
及び債券であり、上場株式及び債券については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）でありま
す。

２. 金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額(※１) 時価(※１) 差額

(１)現金及び預金 5,408,055 5,408,055 ―

(２)受取手形及び売掛金 6,729,428 6,729,428 ―

(３)電子記録債権 233,669 233,669 ―

(４)投資有価証券 ―

　 その他有価証券 824,216 824,216 ―

(５)支払手形及び買掛金 (9,070,730) (9,070,730) ―

(６)短期借入金 (1,599,150) (1,599,150) ―

(７)長期借入金 (※２) (3,594,005) (3,579,470) △14,534

(８)リース債務 (※２) (565,369) (567,863) 2,494

(※１)負債に計上されているものは、( )で示しております。
(※２)流動負債・固定負債の合計額であります。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金及び(３)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(４)投資有価証券
これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格、株式は取引所の価格に
よっております。

(５)支払手形及び買掛金及び(６)短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(７)長期借入金及び（８）リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,308,771千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローが約定されておらず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
上表には含めておりません。
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Ⅴ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,267円04銭

１株当たり当期純損失 4円71銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　
Ⅵ．重要な後発事象に関する注記

（子会社の重要な資産の譲渡）
当社のタイ国連結子会社であるNIPPO MECHATRONICS （THAILAND） CO., LTD.（以

下「BF」という。）は、旧工場の資産を譲渡することについて、以下の通り決議し、
譲渡契約を締結いたしました。
　
　１．譲渡の理由
当社は、平成25年2月13日付け「新工場建設に関するお知らせ」で開示いたしまし

た通り、BFは新工場を建設し生産を移管いたしました。同時に、旧工場は売却すべ
く、交渉を続けてまいりましたが、この度、条件面で概ね合意に至りましたので、
売却することといたしました。

　２．譲渡資産の内容

譲渡資産の種類 譲渡価格 帳簿価格 譲渡益 現況

土地・建物
295百万タイバーツ
（1,032百万円）

88百万タイバーツ
（308百万円）

184百万タイバーツ
（646百万円）

遊休

３．相手先の概要

氏 名 Mr.Thana Jitmakusol 他

４．譲渡の日程

(1) 契約締結日 平成27年５月15日

(2) 売買代金受領日 平成27年５月31日

(3) 物件引渡期日 平成27年５月31日
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(個別注記表)

Ⅰ．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び

関 連 会 社 株 式…移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

原 材 料…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

製 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

仕 掛 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

　(3) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産…主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物 (建物附属設備を除く）は、定額法）を採

用しております。

(リース資産を除く)

無 形 固 定 資 産…定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(リース資産を除く)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しております。
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　(4) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間に基

づく賞与支給見込額を計上しております。

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務から年

金資産を控除した額を計上しております。

環境対策引当金…保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるた

め、合理的に見積もることが出来る費用について、今

後発生が見込まれる額を計上しております。

　(5) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年06月02日 14時58分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



Ⅱ．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保提供資産及び担保提供資産に対応する債務

　 ① 担保提供資産

土 地 3,012千円

投 資 有 価 証 券 548,170千円

　 計 551,182千円
　 ② 担保提供資産に対応する債務

買 掛 金 310,000千円

短 期 借 入 金 350,000千円

長 期 借 入 金(１年内返済予定を含む) 1,630,002千円

　 計 2,290,002千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 885,625千円

　(3) 保証債務

① NIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,LTD.の借入金 61,050千円

(外貨16,500千バーツ)

② NK MECHATRONICS CO.,LTD.の借入金 832,500千円

(外貨225,000千バーツ)

③ PT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIAのリース債務 187,448千円

(外貨10,972,345千ルピア及び719千米ドル)

④ NIPPO MECHATRONICS (M)SDN.BHD.のリース債務 45,093千円

(外貨1,393千リンギット)
⑤ 日邦メカトロニクス株式会社のリース債務 15,125千円

⑥ 日邦メタルテック株式会社のリース債務 44,340千円

⑦ NIPPO METAL TECH PHILS.,INC.のリース債務 37,486千円

　(4) 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短 期 金 銭 債 権 610,616千円

短 期 金 銭 債 務 67,452千円
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　(5) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△966千円

(6) 受取手形裏書譲渡高 7,561千円

　

Ⅲ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売 上 高 847,609千円

売 上 原 価 575,360千円

販売費及び一般管理費 19,179千円

営業取引以外の取引高 1,867,019千円

　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 18,813株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

退 職 給 付 引 当 金 204,821千円

賞 与 引 当 金 61,001千円

有 価 証 券 評 価 損 508,842千円

貸 倒 引 当 金 42,044千円

減 損 損 失 6,558千円

そ の 他 132,145千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 955,414千円

評 価 性 引 当 額 △882,469千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 72,945千円

（繰延税金負債）

有 価 証 券 評 価 差 額 165,677千円

そ の 他 2,549千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 168,227千円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 95,282千円
　

(2) 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第九号)が平成27年3月31日

に公布され、平成27年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等

が行なわれることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の36.0%から平成27年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については33.1%に、平成28年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については32.3%となります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金

額)は10,380千円減少し、その他有価証券評価差額金が17,358千円、法人税等調整

額が6,977千円増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債は272千円減

少し、土地再評価差額金が同額増加しております。
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Ⅵ．関連当事者に関する注記

子会社等

属性 名 称 資本金
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社

NIPPO
MECHATRONICS
(THAILAND)
CO.,LTD.

千バーツ

250,000
直接

99.98％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

1,436,000
関係会社
長期貸付金

1,000,000

資金の回収 1,436,000
関係会社
短期貸付金

436,000

債務保証
(注２)

61,050 ― ―

子会社
NK

MECHATRONICS
CO.,LTD.

千バーツ

150,000
間接

99.98％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

―
関係会社
長期貸付金

290,000

資金の回収 186,000
関係会社
短期貸付金

160,000

債務保証
(注３)

832,500 ― ―

子会社

NIPPO
MECHATRONICS
(VIETNAM)
CO.,LTD.

千米ドル

10,000
間接

99.98％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

―
関係会社
長期貸付金

841,190

資金の回収 ―
関係会社
短期貸付金 ―

子会社
PT.NIPPO

MECHATRONICS
INDONESIA

千ルピア

46,325,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

―
関係会社
長期貸付金

325,106

資金の回収 30,000
関係会社
短期貸付金

25,021

債務保証
(注４)

187,448 ― ―

子会社
日邦メタルテック
株 式 会 社

千円

50,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

30,000
関係会社
長期貸付金

20,000

債権放棄 609,983
関係会社
短期貸付金

10,000

債務保証
(注５)

44,340 ― ―

子会社
日邦メカトロニクス
株 式 会 社

千円

50,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

―
関係会社
長期貸付金

85,000

資金の回収 290,000
関係会社
短期貸付金 ―

債務保証
(注６)

15,125 ― ―

子会社
NIPPO

(HONG KONG) LTD.

千香港ドル

113,426
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収

資金の貸付
(注１)

865,500
関係会社
長期貸付金

790,500

資金の回収 1,500
関係会社
短期貸付金

133,000

子会社
NIPPO METAL TECH
PHILS.,INC.

千円

117,166
直接

82.88％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)
(注８)

―
関係会社
長期貸付金

140,000

資金の回収 30,000
関係会社
短期貸付金

80,000

債務保証
(注７)

37,486 ― ―
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(注) 取引及び取引条件の決定方針等
1. 資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。
2. 当社はNIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,LTD.の銀行借入に対し債務保証を行っており

ます。
3. 当社はNK MECHATRONICS CO.,LTD.の銀行借入に対し債務保証を行っております。
4. 当社はPT.NIPPO MECHATRONICS INDONESIAのリース債務に対し債務保証を行っております。
5. 当社は日邦メタルテック株式会社のリース債務に対し債務保証を行っております。
6. 当社は日邦メカトロニクス株式会社のリース債務に対し債務保証を行っております。
7. 当社はNIPPO METAL TECH PHILS.,INC.のリース債務に対し債務保証を行っております。
8. 債務超過の子会社への貸付金に対し、合計78,931千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において合計46,492千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

　

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 748円39銭

１株当たり当期純利益 19円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。
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